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女川原子力発電所２号炉

基準地震動に対する標準応答スペクトルの影響検討

２０２１年６月１４日
東北電力株式会社
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 標準応答スペクトルの概要

震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤相
当面（地震基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地震
基盤面と同等とみなすことができる地盤の解放面で，せん断波
速度Ｖｓ＝2200m/s以上の地層をいう。）における標準的な応答
スペクトル（以下「標準応答スペクトル」という。）として次の図に
示すもの。

１．検討方針

 新たに制定された標準応答スペクトルに基づく地震動と基準地震動を比較し影響を確認する。

令和3年4月21日原規技発第2104216号原子力規制委員会決定
「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の
基準に関する規則の解釈等の一部改正について」による。

女川原子力発電所２号炉の基
準地震動を策定している解放
基盤表面※のせん断波速度Vs

検討方針

1500m/s

 標準応答スペクトルに対し，地震基盤相当面(せん断波速度Vs=2200m/s)から解放基盤表面
（せん断波速度Vs=1500m/s）までの地盤補正を行い，基準地震動と比較し影響を確認する。

 地盤補正は，標準応答スペクトルのスペクトル形状を踏まえ，基準地震動Ss-D1を統計的グ
リーン関数法で用いる地下構造モデルを介して地震基盤相当面まで引き戻し，その引き戻し
波の応答スペクトルと解放基盤表面で設定した基準地震動Ss-D１の応答スペクトルの比を求
め，標準応答スペクトルに乗じた。

※：解放基盤表面の位置は，原子炉建屋設置レベルであるO.P.-14.1m。
解放基盤表面の振動特性は，自由地盤の岩盤上部の地震観測点（O.P.-8.6m）で代表する。
O.P.(女川原子力発電所工事用基準面)±0m=T.P.(東京湾平均海面)-0.74m
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２．標準応答スペクトルの影響検討

（１）検討概要

１．標準応答スペクトルに基づく地震動（解放基盤表面位置における標準応答スペクトル）の算定

 解放基盤表面位置における標準応答スペクトルを以下のように算定する。

解放基盤表面位置における標準応答スペクトル＝標準応答スペクトル × 地盤補正

地震基盤相当面
（Vs=2200m/s以上の地層）

標準応答スペクトル

基準地震動Ss-D1
（模擬地震波）

Ss-D1の地震基盤
相当面引戻し波

応答スペクトル比
(解放基盤表面／地震基盤相当面)

解放基盤表面位置におけ
る標準応答スペクトル

基準地震動Ss-D1
（設定スペクトル）

比較

解放基盤表面の振動特性を代表する位置

（O.P.-8.6m，Vs=1500m/s層上面）

地下構造モデルによる
引き戻し波の算定

自由地盤

検討概要図

地盤補正

基準地震動Ss-D1（模擬地震波）の応答スペクトル

地震基盤相当面に引き戻したSs-D1の応答スペクトル

２．基準地震動Ｓｓとの比較

 解放基盤表面位置における標準応答スペクトルと基準地震動Ss-D1の設定スペクトル（デザインスペクトル）を比
較する。

＝標準応答スペクトル ×
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上端深さ 層厚
(m)

密度
(t / m3)

Vs

(m / s)
Vp

(m / s)
減衰
（％）G.L.(m) O.P.(m)※2

－27.3 －8.6

－34.5 －15.8 7.2 2.55 1500 2882

3.00
－61.5 －42.8 27.0 2.66 2000 4101

－81.8 －63.1 20.3
2.68

2200 4503

－147.1 －128.4 65.3 2600 5300

－ － ∞ 2.68 3000 － ※3

※2：O.P.(女川原子力発電所工事用基準面)±0m=T.P.(東京湾平均海面)-0.74m
※3：内陸地殻内地震 [地震調査研究推進本部（2005）：宮城県沖地震を想定した強震動評価（一部修正版）による]

Q(f)=110･f0.69（ｆ≧１Hz），110（ｆ＜１Hz）

 標準応答スペクトルは地震基盤相当面で定義されており，当該地盤においてはVs=2200m/s層上面（O.P.-42.8m）
が該当するため，当該レベルから解放基盤表面〔基準地震動の振動特性を代表する位置（O.P.-8.6m，
Vs=1500m/s層上面）〕までの地盤補正を行う。

 地盤補正に用いる地下構造モデルは，統計的グリーン関数法※1で用いた地下構造モデルとする。

※1：女川原子力発電所の基準地震動（断層モデル手法）は，統計的グリーン関数法に基づき策定している。

地震基盤相当面
（Vs=2200m/s層上面）

解放基盤表面の振動
特性を代表する位置

統計的グリーン関数法による地震動評価に用いた地下構造モデル

２．標準応答スペクトルの影響検討

（２）地盤補正に用いる地下構造モデル
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地震動Ss-D1の応答スペクトルの比（①／②）を地盤補正とする。
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２．標準応答スペクトルの影響検討

（３）標準応答スペクトルの地盤補正
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応答スペクトル（鉛直方向）

： ①基準地震動Ss-D1（模擬地震波）
： ②地震基盤相当面（Vs=2200m/s層上面）に引戻した基準地震動Ss-D1
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 解放基盤表面位置における標準応答スペクトルは基準地震動Ss-D1（設定スペクトル）に包絡される。

：解放基盤表面位置における標準応答スペクトル
：基準地震動Ss-D1

２．標準応答スペクトルの影響検討

（４）解放基盤表面位置における標準応答スペクトルと基準地震動Ssの比較①

解放基盤表面位置における標準応答スペクトルと基準地震動Ss-D1（設定スペクトル）
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周期※１

（s）

水平成分 疑似速度（cm/s） 鉛直成分 疑似速度（cm/s）

標準応答
スペクトル

解放基盤表面位置にお
ける標準応答スペクトル

Ss-D1※2
標準応答
スペクトル

解放基盤表面位置にお
ける標準応答スペクトル

Ss-D1※2

0.02 1.910 1.967 2.0372 1.273 1.353 1.3687

0.03 3.500 3.711 4.6 2.500 2.634 3.1

0.04 6.300 6.514 8.2 4.400 4.616 5.5

0.06 12.000 12.850 18.4 7.800 8.284 12.3

0.09 20.000 21.867 30.4 13.000 13.556 20.3

0.15 31.000 31.816 41.6 19.000 18.943 27.8

0.30 43.000 43.016 63.8 26.000 26.013 42.6

0.60 60.000 59.514 88.4 35.000 34.721 59.0

5.00 60.000 60.000 88.4 35.000 34.992 59.0

 解放基盤表面位置における標準応答スペクトルは基準地震動Ss-D1（設定スペクトル）に包絡される。

２．標準応答スペクトルの影響検討

（４）解放基盤表面位置における標準応答スペクトルと基準地震動Ssの比較②

※１： 周期は標準応答スペクトルのコントロールポイントを示す。 ※２：赤字は基準地震動Ss-D1のコントロールポイントの線形補間による値。

解放基盤表面位置における標準応答スペクトルと基準地震動Ss-D1（設定スペクトル）の疑似速度(cm/s)



8

３．まとめ

 女川原子力発電所２号炉について，新たに制定された標準応答スペクトルに基づく地震動と基準地震動を比
較した。

 比較にあたっては，標準応答スペクトルはせん断波速度Vs=2200m/s以上の地震基盤相当面にて定義されて
おり，女川原子力発電所の解放基盤表面の振動特性は自由地盤の地震観測点O.P.-8.6m（岩盤上部：
Vs=1500m/s）で代表させていることから，標準応答スペクトルに対し地震基盤相当面から解放基盤表面まで
の地盤補正を行い，解放基盤表面相当位置での標準応答スペクトルを算定した。

 算定された解放基盤表面位置における標準応答スペクトルは，基準地震動Ss-D1に包絡された。

以上のことから，基準地震動Ｓｓの変更は不要と判断する。
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参考資料

１．発電用原子炉設置変更許可申請書（抜粋）

（添付書類六 5．地震より）
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参考資料

２．新規制基準適合性に係る審査会合資料（抜粋）

令和元年11月19日 女川原子力発電所２号炉の新規制基準適合性審査に関する面談 （資料提供・まとめ資料再修正版提出）について
資料８：資料１－４－１ 女川原子力発電所２号炉基準地震動の策定について（令和元年９月２７日審査会合資料一部修正）より
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岩盤分類図(O.P.約-14m)

岩盤分類図(X－X’)

岩盤分類図(Y－Y’)

 岩盤分類の結果，基礎地盤は工学的には概ね成層構造をなしている。

 原子炉建屋基礎地盤の大部分は CM 級以上から構成されている。

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p34~36 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 ２号炉原子炉建屋基礎地盤の工学的特性［岩盤分類］
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 原子炉建屋基礎地盤の速度層構造については，概ね水平な成層構造をなす5層に区分される。

 速度層境界については，局所的なゆらぎはあるものの各ボーリング孔の全体的な傾向をみて区分し，
各孔の深度をなめらかに結んでいる。

速度層区分図(X－X’)

X’

(N)

X

(S)
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0.2
0.91.6

3.8
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1.8

5.0 2.5

VP

(km/s)

VS

(km/s)

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p38 再掲

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 ２号炉原子炉建屋基礎地盤の工学的特性［速度構造］



17

 原子炉建屋基礎地盤の速度層構造については，概ね水平な成層構造をなす5層に区分される。

 速度層境界については，局所的なゆらぎはあるものの各ボーリング孔の全体的な傾向をみて区分し，
各孔の深度をなめらかに結んでいる。
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速度層区分図(Y－Y’)
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第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p39 再掲

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 ２号炉原子炉建屋基礎地盤の工学的特性［速度構造］
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速度層区分図(X－X’)と2号炉原子炉建屋の設置レベル

解放基盤表面の位置は，原子炉建屋が設置する岩盤とする。

 2号炉原子炉建屋の設置レベルは，O.P.-14.1mである。

X’

(N)

X

(S) 2号炉原子炉建屋の設置レベル
▽O.P.-14.1m

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．２ 解放基盤表面の要求事項と設定 ２号炉原子炉建屋設置レベル（１）

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1-4-1 p25 修正
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Y’

(E)

Y

(W)

2号炉原子炉建屋の設置レベル
▽O.P.-14.1m

解放基盤表面の位置は，原子炉建屋が設置する岩盤とする。

 2号炉原子炉建屋の設置レベルは，O.P.-14.1mである。

速度層区分図(Y－Y’)と2号炉原子炉建屋の設置レベル

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．２ 解放基盤表面の要求事項と設定 ２号炉原子炉建屋設置レベル（２）

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1-4-1 p26 修正
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 女川原子力発電所では，敷地に影響の大きいプレート間地震，海洋プレート内地震の強震記録が得られている。

①2003年5月26日宮城県沖の地震（海洋プレート内地震，M7.1）

②2005年8月16日宮城県沖の地震（プレート間地震，M7.2）

③2011年3月11日東北地方太平洋沖地震（3.11地震）（プレート間地震，M9.0）

④2011年4月7日宮城県沖の地震（4.7地震）（海洋プレート内地震，M7.2）

 これらの地震について，共通の自由地盤地下構造モデルを用いた統計的グリーン関数法による強震動シミュレー

ション解析を実施し，観測記録との整合を確認する。

 統計的グリーン関数法に用いる自由地盤地下構造モデルは，はぎとり解析に用いる地下構造モデルと同じ速度

構造を用い，減衰は強震動シミュレーション解析結果を踏まえ3%に設定した（全ての強震動シミュレーションに共

通）。以下，各地震の強震動シミュレーション解析の概要を示す。

地下構造モデルの減衰定数
（はぎとり解析用地下構造モデルと統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの比較）

【凡 例】
自由地盤のはぎとり解析用地下構造モデルの減衰
━：h(f)=1.00×f -0.87(O.P.-15.8m～-42.8m)
━：h(f)=0.77×f -1.00(O.P.-42.8m～-128.4m)
統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの減衰
━：h(f)=0.03

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p144 修正
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▽地震基盤※２

▽岩盤上部

（解放基盤表面の

地震観測点）

※1 プレート間地震，内陸地殻内地震

Ｑ（ｆ）＝110･ｆ 0.69 （ｆ≧1Hz），110（ｆ＜1Hz）（地震調査研究推進本部(2005)）

海洋プレート内地震

Ｑ（ｆ）＝114･ｆ 0.92 （佐藤（2004））

上端深さ 層厚
(m)

密度
(t/m3)

VS

(m/s)
VP

(m/s)
減衰
（%）G.L.(m) O.P.(m)

-27.3 -8.6

-34.5 -15.8
7.2 2.55 1500 2882

3.00-61.5 -42.8
27.0 2.66 2000 4101

-81.8 -63.1
20.3

2.68
2200 4503

-147.1 -128.4
65.3 2600 5300

― ― ∞ 2.68 3000 ― ※1

統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデル

第149回審査会合(H26.10.17)

資料2-1 p17 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※２ 統計的グリーン関数法の地震
基盤波を入力する位置
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 2003年5月26日宮城県沖の地震の強震動シミュレーション

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。

※

※

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p147 修正
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 2005年8月16日宮城県沖の地震の強震動シミュレーション

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。

※

※

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p149 修正
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 3.11地震の強震動シミュレーション

・地域特性として諸井ほか（2013）の短周期レベル（応力降下量）×1.4を考慮。

──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震観測記録※
──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震観測記録※
──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震観測記録※

3.11地震の観測記録（岩盤上部のはぎとり波）との比較

3.11地震の観測記録と評価結果は整合。
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第336回審査会合(H28.3.4)

資料2 p31 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。
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※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。

第367回審査会合(H28.6.3)

資料1-1 p39 修正

 4.7地震の強震動シミュレーション
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水平方向 鉛直方向

4.7地震はぎとり波（NS方向）※

4.7地震はぎとり波（EW方向）※

シミュレーション解析（水平方向）

4.7地震はぎとり波（UD方向）※

シミュレーション解析（UD方向）

・応答スペクトルの比較では，周期0.1秒より短周期側では解析結果と観測記録（はぎとり波）は，良く整合している。長周期側
では解析結果が大きめの結果となった。

・地震動シミュレーション結果は長周期が大きい等の課題は残るものの，原子力発電所において特に問題となる短周期にお
ける適合性が良いことから，施設に与える影響検討という観点からは，良好な評価と考えられる。
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(h=0.05)

放射特性係数は0.62

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定
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５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 プレート間地震
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水平方向 鉛直方向

※1： 敷地岩盤上部(O.P.※2

- 8.6m)の観測記録につ
いて，表層の影響を除去
したはぎとり波。

※2： O.P.は女川原子力発電所
工事用基準面
(Onagawa Peil)であり，
O.P.±0m = T.P.(東京湾平
均海面) - 0.74m。

・プレート間地震の応答スペクトル手法による地震動評価結果を包絡する設計用応答スペクトルを基準地震動Ss-D1 として設定，特に，
長周期側の裕度を考慮した形状としている。なお，鉛直方向の設計用応答スペクトルは，水平方向の2/3倍としている。

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

プレート間地震の応答スペクトル手法による地震動評価

【参考】3.11地震の観測記録※1(水平方向は実線：NS方向，点線：EW方向，鉛直方向は実線：UD方向)

応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D

Ss-D1H
周期(s) 0.02 0.072 0.51 5

速度(cm/s) 2.0372 26.5 88.4 88.4 

応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D

Ss-D1V
周期(s) 0.02 0.072 0.51 5

速度(cm/s) 1.3687 17.7 59.0 59.0

第496回審査会合(H29.8.10)

資料2 p9 再掲
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模擬地震波
最大加速度
（cm/s2）

マグニチュード
Ｍ

等価震源距離
Xeq（km）

振幅包絡線の経時的変化（s）
備考

Tb Tc Td（継続時間）

Ss-D1H 640
8.3 132 16.6 47.5 137.9 Ｍは次頁を参照し，Xeqはプレート間地震（基本ケース）の断層モデルに基づき設定。

Ss-D1V 430

Ss-D2H 1000
7.5 72 6.6 24.3 72.0 Ｍ，Ｘｅｑは海洋プレート内地震（基本ケース）の断層モデルに基づき設定。

Ss-D2V 600

Ss-D3H 800
7.5 65 6.6 24.3 69.4 Ｍ，Ｘｅｑは海洋プレート内地震（不確かさケース２）の断層モデルに基づき設定。

Ss-D3V 500

6.0log54.017.0

0.13.0

93.25.0

10

10

10    













eqXM

cd

M

bc

M

b

TT

TT

T 　　

女川原子力発電所

TN
PN

TN
PN

女川原子力発電所

海洋プレート内地震（不確かさケース2）

の断層モデル

海洋プレート内地震（基本ケース）

の断層モデル

Tb Tc Td

0.1

1.0

0

・基準地震動Ss-D1，Ss-D2及びSs-D3の設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波は，乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する
ものとし，振幅包絡線の経時的変化については，Noda et aｌ.(2002)の方法に基づき，それぞれ下記に示す形状とする。

模擬地震波の作成：包絡線の経時的変化

プレート間地震（基本ケース）

の断層モデル（巨視的面）

女川原子力発電所

第496回審査会合(H29.8.10)

資料2 p13 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 模擬地震波



28

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

周  期(秒)

ス
ペ
ク
ト
ル
比

0．85.waz

Ss-D1V［430gal_No176］_spc_ratio.waz

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

周  期(秒)

ス
ペ
ク
ト
ル
比

0．85.waz

Ss-D1H［640gal_No007］_spc_ratio.waz

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

周  期(秒)

ス
ペ
ク
ト
ル
比

0．85.waz
Ss-DV21［1000gal_No165］_spc_ratio.waz

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

周  期(秒)

ス
ペ
ク
ト
ル
比

0．85.waz
Ss-DH21［1000gal_No421］_spc_ratio.waz

・作成した模擬地震波が，日本電気協会（2008）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認した。
①目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトルの比が全周期帯で0.85以上
②応答スペクトルの強度値の比（ＳＩ比）が1.0以上

応答スペクトルの強度値の比（ＳＩ比）

模擬地震波
SI比

（周期0.1～2.5秒）

Ss-D1H 1.00

Ss-D1V 1.00

Ss-D2H 1.00

Ss-D2V 1.00

Ss-D3H 1.00

Ss-D3V 1.00

ここで，

基準地震動Ss-D1の応答スペクトル比

基準地震動Ss-D2の応答スペクトル比

基準地震動Ss-D3の応答スペクトル比
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水平方向 鉛直方向

水平方向 鉛直方向

水平方向 鉛直方向

模擬地震波の作成結果：適合度の確認

第496回審査会合(H29.8.10)

資料2 p18 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 模擬地震波
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基準地震動 水平方向 鉛直方向

Ss-D1
プレート間地震の応答スペクトル手法による
基準地震動

Ss-D2
海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の
応答スペクトル手法による基準地震動

Ss-D3
海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の
応答スペクトル手法による基準地震動

Ss-F1
プレート間地震の断層モデル手法による
基準地震動
［応力降下量（短周期レベル）の不確かさ］

Ss-F2

プレート間地震の断層モデル手法による
基準地震動
［SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の
不確かさの重畳］

Ss-F3
海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断
層モデル手法による基準地震動（SMGAマン
トル内集約）

Ss-N1
2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港
町）の検討結果に保守性を考慮した地震動
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注1： 表中のグラフは各基準地震動の加速度時刻歴波形［縦軸：加速度（cm/s2），横軸：時間（s）］
注2： 断層モデルによる基準地震動のSs-F1，Ss-F2，Ss-F3については，3.11地震，4.7地震の観測記録との整合性を確認したシミュレーションでの手法（統計的グリーン関数法，放射特性一定）を用いて

いることから水平一方向としている。

［最大640(cm/s2)］ ［最大430(cm/s2)］

［最大1000(cm/s2)］ ［最大600(cm/s2)］

［最大800(cm/s2)］ ［最大500(cm/s2)］

［最大717(cm/s2)］ ［最大393(cm/s2)］

［最大722(cm/s2)］ ［最大396(cm/s2)］

［最大620(cm/s2)］ ［最大320(cm/s2)］

［最大835(cm/s2)］ ［最大443(cm/s2)］

第496回審査会合(H29.8.10)
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５．基準地震動の策定

５．３ 基準地震動の策定のまとめ 最大加速度値
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Ss-D1H（0．51s以降をフラット）.waz

Ss-2H'［耐専90点+コントロールポイント］.waz

Ss-3H［スラブ内_SMGA地殻包絡_耐専90点+コントロールポイント].waz

【SGF】M9プレート間[⊿σ×1．6_No1733_h].waz

【SGF】M9プレート間[⊿σ×1．6_SMGA_No2487_h].waz

ACC-R459-CASE2-RUP2-S03_h_spc.waz

GL-41mEWはぎとり波（6m まで非線形、6m 以深の減衰定数h=0．03(3%)）（関電609→620）_spc.waz

(h=0.05)
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Ss-D1V（水平×2／3）.waz

Ss-2V'［耐専90点+コントロールポイント］.waz

Ss-3V［スラブ内_SMGA地殻包絡_耐専90点+コントロールポイント].waz

【SGF】M9プレート間[⊿σ×1．6_No1733_v].waz

【SGF】M9プレート間[⊿σ×1．6_SMGA_No2487_v].waz

ACC-R459-CASE2-RUP2-S03_v_spc.waz

GL-41mUDはぎとり波（関電306→320）_spc.waz

(h=0.05)

水平方向 鉛直方向

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-F1 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］

基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］

基準地震動Ss-F3 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）］

基準地震動Ss-N1 ［2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動］

第496回審査会合(H29.8.10)
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５．基準地震動の策定

５．３ 基準地震動の策定のまとめ 応答スペクトル
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基準地震動の変更が不要であることを説明する文書
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